
-1- 

 

 

 

甲賀市市民参画・協働推進に係る実施計画の検討について② 

（（仮称）甲賀市市民参画・協働推進計画） 
 

１．計画の基本的な考え方（案） 

（１）計画策定の目的 

甲賀市まちづくり基本条例（平成２８年３月２９日施行）の理念を具現化し、この条例

の実効性を高めるための仕組みや施策を定め、市民と行政が協働によるまちづくりを総合

的・計画的に進めることを目的とします。 

 

 

（２）計画の位置付け 

 第二次甲賀市総合計画（平成２９年６月策定）に掲げる協働のまちづくりの基盤強化の

考えのもと、甲賀市まちづくり基本条例に基づき、本計画を策定します。 

今後、本計画に掲げる協働の理念及び具体的な施策により、協働によって各分野別計画

の実効性を高め、本市のまちづくりを推進します。 
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甲賀市まちづくり基本条例

（仮称）甲賀市市民参画・協働推進計画

わたしたちは「みんながつくる住み
よさと活気あふれる甲賀市」を目指し
て、この憲章を定めます。 
 
 あふれる愛に   あなたも仲間 
 いろどる山河と  生きいき文化 
 こぼれる笑顔に  応える安心 
 うみだす活力   受けつぐ伝統 

かがやく未来に  鹿深の夢を 

市民、議会及び市長等は、ま
ちづくりの担い手として、自ら
輝く未来のために次に掲げる本
市のあるべき姿を考え、その実
現に向けて行動します。 
 
（１）誰もが等しく個人として
尊厳及び権利が守られるまち 
（２）それぞれの地域の特性を
生かしながら、時代の変化に対
応できる活力のあるまち 
（３）誰もが地域で社会生活を
営み、互いに支え合って安心し
て暮らすことが できる福祉の
いきとどいた住みよいまち 

●対話による協働の推進 
・地域づくりのあらゆる場面で、市民、企業、事業所、議会及び行政が、連携、協力し、対等な立
場で共に議論し、共に歩む「対話による協働」を推進します。 
・市民自治を追求し、チャレンジする市民の「行動力」を応援します。 
・さまざまな課題の解決に向けたコミュニティ活動に対し、その活動が自立したものとなる よう
支援します。 

【資料６】 

市民、企業、事業所等の多様な主体と行政が、お互いを理解し信頼関係
を深め、それぞれが持つ力を高め合いながら課題解決に取り組む。 
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（３）計画の目指すべき視点（基本姿勢） 

〇 推進体制の整備（行政） 

〇 市民活動の基盤整備 

〇 市民自治の強化 

〇 協働のしくみづくり 

 

 

 

（４）計画の期間 

本計画の期間は、令和４年度から令和６年度までの３年間とします。 

ただし、 計画期間中に社会情勢の変化等が生じた場合には、必要な見直しを行うことと

します。  

また、総合計画（基本計画）との計画期間を揃えることにより、一体的な運用を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・甲賀市総合計画の推進 

 （基本計画） 

（各分野別計画） 

・甲賀市市民参画・協働推進検討委員会 

提言書の実行 

令和１０

2028
…

実施計画

第二次
総合計画

まちづくり
基本条例

推進計画

基本構想

基本計画

令和6

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

令和1 令和2 令和3 令和4 令和5平成28 平成29 平成30

基本構想

第一期基本計画 第二期基本計画
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２．計画の構成（案）＊他自治体参考（東近江市、草津市、奈良市 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇甲賀市の人口動向 （抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．計画の概要 

 （基本的事項） 

〇 計画の基本的な考え方 

・計画策定の目的 

・計画の位置づけ 

・計画の期間 

２．現状と課題 
〇 現状（背景） 

・社会情勢の変化 

・地域課題の多様化・複雑化 

・地方分権の進展 

・市民公益活動の活性化 

〇 課題（解決すべき事項） 

・市民と行政の意識 

・情報の共有と相互理解 

・市民活動の基盤 

・市民自治 

・協働のしくみと推進体制 

人口減少、税収減少、社会保障費増

加 

財政負担増加 

市民自治の追求、補完性の原則 

・区・自治会：２０３団体 

・自治振興会： ２３団体（２５団体） 

・ＮＰＯ法人： ３２団体 

・ボランティアグループ：２１５団体 
（甲賀市社会福祉協議会ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ登録数） 

協働に対する理解・認識不足 

情報伝達不足、伴走支援不足 

活動資金・人材・場所の確保困難 

区・自治会加入率低下 

自治振興会と区・自治会の役割分担 

・行政組織：横断的取組み 

・職員力の向上 

・市民協働事業提案制度の成果検証 

【例】 

【例】 
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３．計画の推進 

 

〇 施策の方針 

・基本理念 

・協働の原則 

・協働の形態 

・協働の効果 

〇 目標値の設定 

 

〇 施策の展開（達成目標） 

◎推進体制の整備（行政） 

 

◎市民活動の基盤整備 

 

◎市民自治の強化 

 

◎協働のしくみづくり 

まちづくり基本条例 

・自主性の尊重 ・対等の立場 

・目的、成果の共有 

・情報の公開（共有） 

＊協働の領域 

≪市民主体⇔市民・行政⇔行政主体≫ 

補助、助成、後援、共催 

実行委員会、委託、指定管理 

【例】 

【例】 ・職員の意識改革（研修実施） 

・協働推進に係る庁内体制の整備 

・地域支援職員制度の導入 

・自治振興会と区・自治会の 

関係整理（地域包括） 

・区・自治会加入の促進 

・自治振興会活動の支援 

（地域共生社会の推進） 

・公共事業の委託化 

・公共施設の指定管理化 

 （拠点づくり） 

・自治振興交付金の充実 

・情報提供（発信）の充実 

 （各種補助金の利用促進） 

・市民活動の広報活動 

・市民ファンド、寄付制度等の整備 

・活動場所の整備、提供 

・公共事業の委託化 

 

・中間支援の体制づくり 

 ：人材バンク（プロボノ） 

 ：交流、活動機会の促進 

：協働の推進 

・ラウンドテーブルの設置 

・市民協働事業提案制度の見直し 

◎協働の領域について

『時代が動くとき』（山岡義典著  ぎょうせい  1999年）をもとに作成

公共的活動（公共サービス）

協働にふさわしい領域

【Ａ】市民主体 【Ｂ】市民主導 【Ｃ】対　等 【Ｄ】行政主導 【Ｅ】行政主体

　　　民間主体 　　　民間主導 　　　市民・行政

市民が、主体性と責
任をもって行う領域

市民の主体性のも
と、行政の協力に
よって行う領域

市民と行政が、それ
ぞれの主体性のも
と、連携・協力して
行う領域

行政の主体性のも
と、市民の参加・協
力を得ながら行う領
域

行政が、主体性と責
任をもって行う領域

市民参画 
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7.1

39.1

37.9

12.1

3.8

6.6

41.3

37.3

11.8

3.0

7.2 

35.9 

42.0 

11.8 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

積極的に参加している

なるべく参加している

参加していない

活動自体を知らない

不明・無回答

R1調査 N=1,184

H30調査 N=1,127

H29調査 N=1,241

参加

R1 46.2 % 

H30 47.9 % 

H29 43.0 % 

３．その他：参考資料 

〇甲賀市市政に関する意識調査（抜粋）（令和元年度） 
 
Ｑ．あなたは、自治振興会の活動に参加されていますか。 

○自治振興会の活動への参加状況は、「なるべく参加している」が39.1％で最も多くなっ

ているが、前回（41.3％）と比較すると低くなっている。「積極的に参加している」（7.1％）

と合わせた『参加』の割合は46.2％で、こちらも前回（47.9％）よりもわずかに低い。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

〇甲賀市定員適正化計画（第４次計画）（抜粋）（令和２年度） 
 

●定員適正化の目標    ●定員適正化の年次計画 

 〇令和２年４月１日 

 職員数：８３０人 

〇令和７年４月１日 

 職員数：８０４人 

 

＊５年間で２６人 

（▲３．２％）の削減 
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